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議案第４７号 

 

訴えの提起について 

 

公共施設窃盗事件に係る支払督促の申立てについて，督促異議の申立てがあっ

たことにより，訴えの提起があったものとみなされたため，地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

訴えの相手方，趣旨等 

 

別紙のとおり 

提案理由 

本案は，公共施設窃盗事件に係る支払督促の申立てに対し，相手方から督促異

議の申立てがなされたことから民事訴訟法第３９５条の規定により訴えの提起が

あったものとみなされることとなるため，地方自治法第９６条第１項第１２号の

規定に基づき，これを提出する。 
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１ 訴えの相手方 

住所 茨城県ひたちなか市市毛８４７ 水戸刑務所 

氏名 ●●●●●●● 

 

２ 訴えの趣旨 

相手方に対し，次の金額の支払を求めるもの 

(1) 金１０，２５４，８７０円 

(2) 遅延損害金（損害発生の日から完済まで，年３％の割合） 

(3) 訴訟費用 

 

３ 訴訟遂行の方針 

(1) 本件訴え提起後において，その目的達成に必要がある場合は，訴えの趣旨

を変更し，若しくは追加し，又は和解することができるものとする。 

(2) 判決の結果必要がある場合は，上訴することができるものとする。 

 

 



3 

議案第４８号 

 

常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例について 

 

常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，総合計画審議会の委員及びまち・ひと・しごと創生総合戦略会議の委

員に係る報酬の額を改めるため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例 

 

常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３

１年水海道市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２０３条の２第４項」を「第２０３条の２第５項」に改める。 

別表第１中 

「 
      

総合計画審議会の委員 日額 5,000円 一般職  

を  まち・ひと・しごと創生総合戦略会議

の委員 

日額 5,000円 一般職 

」      

「 
      

総合計画審議会の

委員 

委員長（大学の

教授，准教授等

高度な専門的知

識及び経験を有

す る 者 （ 以 下

「大学教授等」

という。）） 

日額 9,000円 一般職  

に 

委員長（大学教

授等以外） 

日額 7,000円 一般職  

委員（大学教授

等） 

日額 8,000円 一般職  

委員（大学教授

等以外） 

日額 6,000円 一般職  

まち・ひと・しご

と創生総合戦略会

議の委員 

委員長（大学教

授等） 

日額 9,000円 一般職  

委員長（大学教

授等以外） 

日額 7,000円 一般職  

 
委員（大学教授

等） 

日額 8,000円 一般職  
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委員（大学教授 日額 6,000円 一般職  

 

  
等以外）    

」

 

      

改める。 

別表第５市外在住の行政不服審査会の委員の項の次に次のように加える。 

市外在住の総合計画審議会の委員 一般職の旅費相当額 

市外在住のまち・ひと・しごと創生総合戦

略会議の委員 

一般職の旅費相当額 

附 則 

この条例は，令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４９号 

 

常総市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部

を改正する条例について 

 

常総市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，非常勤消防団員の処遇改善を図ることを目的に，消防団員退職報償金

の勤務年数区分に，新たに３５年以上の区分を追加するため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改

正する条例 

 

常総市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年水海

道市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

退職報償金支給額表 

階級 勤務年数 

5年以上

1 0年未

満 

1 0年以

上 1 5年

未満 

1 5年以

上 2 0年

未満 

2 0年以

上 2 5年

未満 

2 5年以

上 3 0年

未満 

3 0年以

上 3 5年

未満 

3 5年以

上 

団長 千円 

239 

千円 

344 

千円 

459 

千円 

594 

千円 

779 

千円 

979 

千円 

1,079 

副団長 229 329 429 534 709 909 1,009 

分団長 219 318 413 513 659 849 949 

副分団長 214 303 388 478 624 809 909 

班長 204 283 358 438 564 734 834 

団員 200 264 334 409 519 689 789 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の常総市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関

する条例別表の規定は，この条例の施行の日以後に退職した非常勤消防団員に

ついて適用し，同日前に退職した非常勤消防団員については，なお従前の例に

よる。 
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議案第５０号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例について 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次の

ように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第

１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，刑法等の一部を改正する法律の施行により，懲役及び禁錮が廃止さ

れ，これらに代えて新たに拘禁刑が創設されることから，関係条例の一部の改正

を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（常総市表彰条例の一部改正） 

第１条 常総市表彰条例（昭和４９年水海道市条例第１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第６条第１号中「懲役又は禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（常総市職員の分限に関する条例の一部改正） 

第２条 常総市職員の分限に関する条例（昭和４８年水海道市条例第２０号）の

一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（常総市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第３条 常総市職員の給与に関する条例（昭和３２年水海道市条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

第１８条の２第３号及び第４号，第１８条の３第１項第１号及び第５項第１

号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（常総市消防団条例の一部改正） 

第４条 常総市消防団条例（昭和５４年水海道市条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第５条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（常総市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正） 

第５条 常総市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９

年水海道市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和７年６月１日から施行する。 

（人の資格に関する経過措置） 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例に

よることとされ，なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条

例の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用について

は，無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮（刑法等の一部を改正する法律（令
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和４年法律第６７号）第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４

５号。以下この項において「旧刑法」という。）第１３条に規定する禁錮をい

う。以下同じ。）に処せられた者と，有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じ

くする有期禁錮に処せられた者と，拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧

拘留（旧刑法第１６条に規定する拘留をいう。）に処せられた者とみなす。 
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議案第５１号 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定めたい

ので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定によ

り議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，令和６年８月８日に人事院から公務員給与の改定が勧告されたことを

受け，当該人事院勧告に準拠して一般職に属する職員の給料の月額並びに期末手

当及び勤勉手当の支給割合を改めるほか，地域手当及び扶養手当に関する規定の

改正その他所要の改正を行うため，これを提出する。 



12 

常総市条例第 号 

 

常総市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（常総市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 常総市職員の給与に関する条例（昭和３２年水海道市条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

第１８条第２項中「１００分の１２２．５を乗じて得た額」を「，６月に支

給する場合には１００分の１２２．５」に改め，「除く。」の次に「以下この

項及び」を加え，「を乗じて得た額）」を「），１２月に支給する場合には１

００分の１２７．５（特定幹部職員にあっては，１００分の１０７．５）を乗

じて得た額」に改め，同条第３項中「１００分の５８．７５」と」の次に「，

「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の７１．２５」と，「１００

分の１０７．５」とあるのは「１００分の６１．２５」と」を加える。 

第１９条第２項第１号中「加算した額に」の次に「，６月に支給する場合に

は」を，「１００分の１２２．５）」の次に「，１２月に支給する場合には１

００分の１０７．５（特定幹部職員にあっては，１００分の１２７．５）」を

加え，同項第２号中「勤勉手当基礎額に」の次に「，６月に支給する場合には」

を，「１００分の５８．７５）」の次に「，１２月に支給する場合には１００

分の５１．２５（特定幹部職員にあっては，１００分の６１．２５）」を加え

る。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第５条関係） 

行政職給料表 

職員

の区

分 

 職務の

級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 円 

1 183,500 230,000 261,300 287,300 309,800 335,000 373,400 

2 184,600 231,500 262,300 288,900 311,500 336,900 376,000 

3 185,800 233,000 263,300 290,400 313,200 338,700 378,300 

4 186,900 234,500 264,300 291,900 314,700 340,500 380,500 

5 188,000 236,000 265,300 293,400 316,100 342,200 382,400 

6 189,700 237,500 266,300 294,900 317,400 343,900 384,700 

7 191,300 239,000 267,300 296,300 318,700 345,500 386,800 

8 192,900 240,500 268,300 297,600 320,000 347,200 388,800 

9 194,500 242,000 269,300 298,800 321,300 348,800 390,800 

 10 196,200 243,400 270,300 300,300 323,100 350,500 393,100 

 11 197,800 244,800 271,300 301,800 324,900 352,100 395,300 

 12 199,400 246,200 272,300 303,200 326,600 353,700 397,500 

 13 201,000 247,400 273,300 304,600 328,300 355,200 399,700 

 14 202,700 248,600 274,300 305,700 330,000 356,900 402,000 

 15 204,400 249,800 275,300 306,700 331,700 358,500 404,200 

 16 206,100 251,000 276,400 307,900 333,400 360,100 406,500 

 17 207,400 252,100 277,400 309,100 335,000 361,700 408,300 

 18 209,000 253,200 278,700 310,700 336,700 363,500 410,200 

 19 210,600 254,300 280,000 312,300 338,400 365,000 412,100 

 20 212,100 255,400 281,200 313,900 340,000 366,600 413,900 

 21 213,600 256,400 282,500 315,400 341,500 368,000 415,700 

 22 215,200 257,400 283,800 317,000 343,100 369,600 417,500 

 23 216,800 258,400 285,000 318,600 344,700 371,200 419,300 

 24 218,400 259,400 286,200 320,200 346,200 372,700 421,100 

 25 220,000 260,400 287,300 321,700 347,600 374,600 422,700 

 26 221,700 261,300 288,500 323,400 349,300 376,500 424,200 
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 27 223,000 262,200 289,800 325,000 350,900 378,400 425,700 

 28 224,300 263,100 291,100 326,600 352,500 380,200 427,200 

 29 225,600 263,900 292,400 328,000 353,700 381,700 428,700 

 30 226,700 264,700 293,400 329,700 355,200 383,500 430,000 

 31 227,800 265,500 294,400 331,400 356,700 385,200 431,300 

 32 228,900 266,300 295,500 333,000 358,200 386,800 432,500 

 33 230,000 267,000 296,600 334,200 359,900 388,500 433,700 

 34 231,100 267,800 297,800 336,100 361,700 389,900 435,000 

 35 232,200 268,600 298,900 337,800 363,400 391,300 436,300 

 36 233,300 269,300 300,100 339,400 365,100 392,700 437,500 

 37 234,400 270,000 301,300 340,900 366,500 394,100 438,700 

 38 235,400 270,800 302,600 342,500 367,800 395,300 439,500 

 39 236,400 271,600 303,900 344,100 369,000 396,500 440,300 

 40 237,300 272,300 305,200 345,700 370,400 397,500 441,100 

 41 238,200 273,000 306,500 347,400 371,500 398,600 441,700 

 42 239,100 273,800 307,800 349,200 372,400 399,800 442,300 

 43 239,900 274,600 309,100 351,000 373,400 400,900 442,900 

 44 240,700 275,300 310,400 352,800 374,500 402,000 443,500 

 45 241,400 276,000 311,700 354,300 375,300 402,700 444,200 

 46 242,000 276,700 313,000 355,700 376,200 403,400 445,000 

 47 242,600 277,400 314,300 357,100 377,100 404,100 445,400 

 48 243,200 278,100 315,400 358,500 377,900 404,800 446,100 

 49 243,800 278,800 316,300 360,000 378,700 405,400 446,600 

 50 244,400 279,500 317,600 360,800 379,500 406,000 447,000 

 51 245,000 280,200 318,900 361,800 380,300 406,500 447,400 

 52 245,500 280,900 320,200 362,800 381,000 406,900 447,800 

 53 246,000 281,500 321,400 363,700 381,700 407,300 448,200 

 54 246,400 282,200 322,700 364,800 382,400 407,500 448,600 

 55 246,700 282,800 323,900 365,700 383,100 407,800 449,000 

 56 247,000 283,500 325,100 366,700 383,800 408,100 449,300 

 57 247,300 284,100 326,400 367,600 384,300 408,400 449,600 

 58 247,600 284,800 327,500 368,300 384,900 408,700 450,000 

 59 247,900 285,400 328,600 369,000 385,500 409,000 450,300 
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 60 248,200 286,100 329,700 369,600 386,200 409,300 450,600 

 61 248,500 286,700 330,400 370,000 386,600 409,500 450,900 

 62 248,800 287,400 331,300 370,600 387,200 409,800   

 63 249,100 288,000 332,000 371,300 387,800 410,100   

 64 249,400 288,500 332,800 372,000 388,300 410,400   

 65 249,700 289,000 333,600 372,300 388,700 410,600   

 66 250,000 289,600 334,000 373,000 389,300 410,900   

 67 250,300 290,100 334,600 373,700 389,900 411,200   

 68 250,600 290,700 335,300 374,300 390,400 411,500   

 69 250,900 291,200 336,100 374,600 390,800 411,700   

 70 251,200 291,700 336,800 375,100 391,300 412,000   

 71 251,500 292,300 337,500 375,700 391,800 412,300   

 72 251,800 292,900 338,100 376,300 392,400 412,500   

 73 252,100 293,400 338,600 376,600 392,700 412,700   

 74 252,400 293,900 339,200 377,200 393,100 413,000   

 75 252,700 294,300 339,700 377,900 393,500 413,300   

 76 253,000 294,600 340,300 378,500 393,900 413,500   

 77 253,300 294,800 340,600 378,900 394,200 413,700   

 78 253,600 295,100 341,100 379,400 394,500 414,000   

 79 253,900 295,300 341,500 380,000 394,800 414,300   

 80 254,200 295,600 341,900 380,500 395,000 414,500   

 81 254,500 295,800 342,300 381,000 395,200 414,700   

 82 254,800 296,000 342,800 381,600 395,500 415,000   

 83 255,100 296,300 343,300 382,100 395,800 415,300   

 84 255,400 296,500 343,800 382,400 396,000 415,500   

 85 255,700 296,800 344,100 382,800 396,200 415,700   

 86 256,000 297,100 344,500 383,300 396,500     

 87 256,300 297,400 344,900 383,700 396,800     

 88 256,600 297,700 345,300 384,100 397,000     

 89 256,900 298,000 345,600 384,500 397,200     

 90 257,200 298,300 346,000 385,000 397,500     

 91 257,500 298,600 346,400 385,400 397,800     

 92 257,800 299,000 346,800 385,800 398,000     
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 93 258,100 299,200 347,000 386,100 398,200     

 94   299,400 347,400 386,400       

 95   299,700 347,800 386,700       

 96   300,100 348,200 386,900       

 97   300,300 348,400 387,100       

 98   300,600 348,800 387,400       

 99   301,000 349,200 387,700       

 100   301,400 349,500 387,900       

 101   301,600 349,800 388,100       

 102   301,900 350,200         

 103   302,200 350,600         

 104   302,500 351,000         

 105   302,700 351,500         

 106   303,000 351,900         

 107   303,300 352,300         

 108   303,600 352,700         

 109   303,800 353,200         

 110   304,200 353,600         

 111   304,600 353,900         

 112   304,900 354,200         

 113   305,100 354,700         

 114   305,300           

 115   305,600           

 116   306,000           

 117   306,200           

 118   306,400           

 119   306,700           

 120   307,000           

 121   307,400           

 122   307,600           

 123   307,900           

 124   308,200           

 125   308,500           
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定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

 円 円 円 円 円 円 円 

 

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700 

備考 この表は，他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。ただし，

第２１条に規定する職員を除く。 
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第２条 常総市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

第６条第５項及び第６項中「（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務

の級が７級以上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその

職務の級がこれに相当するものとして市規則で定める職員にあっては，３号

給）」を削る。 

第１０条の前の見出しを削り，同条に見出しとして「（扶養手当）」を付し，

同条第２項中第１号を削り，第２号を第１号とし，第３号から第６号までを１

号ずつ繰り上げ，同条第３項中「前項第１号及び第３号から第６号までのいず

れかに該当する扶養親族」を「前項第１号に該当する扶養親族（次項において

「扶養親族たる子」という。）については１人につき１万３，０００円，前項

第２号から第５号までのいずれかに該当する扶養親族」に改め，「，同項第２

号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人に

つき１０，０００円」を削り，同条第４項中「（以下「特定期間」という。）」

を削り，「特定期間に」を「当該期間に」に改め，同条に次の１項を加える。 

５ 前各項に規定するもののほか，扶養親族の数の変更に伴う支給額の改定そ

の他扶養手当の支給に関し必要な事項は，規則で定める。 

第１１条を次のように改める。 

第１１条 削除 

第１１条の２第２項中「１００分の３」を「１００分の４」に改める。 

第１１条の４第１項第１号中「有料道路（以下この項及び次項」を「有料の

道路（以下この条」に改め，同条第２項第１号中「以下この号に」を「次項に」

に，「いう。）。」を「いう。）」に改め，同号ただし書を削り，同項第３号

中「（１か月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が５５，００

０円を超えるときは，当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い

支給単位期間につき，５５，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た

額），第１号に定める額又は前号に定める額」を削り，同条中第６項を第７項

とし，第３項から第５項までを１項ずつ繰り下げ，第２項の次に次の１項を加

える。 

３ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関等が２

以上ある場合においては，その合計額）及び前項第２号に定める額の合計額

が１５万円を超える職員の通勤手当の額は，同項の規定にかかわらず，当該

職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき，１

５万円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 
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第１７条の２第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め，同条第２項中

「週休日等以外の日の午前０時から」を「午後１０時から翌日の」に改め，

「までの間」の次に「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え，「勤務

した」を「勤務をした」に改め，同条第３項中「各号に定める額」の次に

「（前２項に規定する勤務に従事する時間を考慮して規則で定める勤務をした

職員にあっては，その額に１００分の１５０を乗じて得た額）」を加え，同項

第１号中「（当該勤務に従事する時間等を考慮して市規則で定める勤務をした

管理職員にあっては，その額に１００分の１５０を乗じて得た額）」を削る。 

第１７条の３第２項中「，第１０条，第１１条及び第１１条の３」を「及び

第１０条」に改め，同条第３項中「，第１１条」を削る。 

第１８条第２項中「，６月に支給する場合には１００分の１２２．５」を

「１００分の１２５」に改め，「以下この項及び」を削り，「１００分の１０

２．５」を「１００分の１０５」に改め，「，１２月に支給する場合には１０

０分の１２７．５（特定幹部職員にあっては，１００分の１０７．５）」を削

り，同条第３項を次のように改める。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については，同項

中「１００分の１２５」とあるのは「１００分の７０」と，「１００分の１

０５」とあるのは「１００分の６０」とする。 

第１９条第２項第１号中「，６月に支給する場合には１００分の１０２．５」

を「１００分の１０５」に，「１００分の１２２．５），１２月に支給する場

合には１００分の１０７．５（特定幹部職員にあっては，１００分の１２７．

５」を「１００分の１２５」に改め，同項第２号中「，６月に支給する場合に

は１００分の４８．７５」を「１００分の５０」に，「１００分の５８．７

５），１２月に支給する場合には１００分の５１．２５（特定幹部職員にあっ

ては，１００分の６１．２５」を「１００分の６０」に改める。 

第２０条中「，扶養手当」を削る。 

附則中第２１項を削り，第２２項を第２１項とする。 

附則第２３項中「附則第２５項」を「附則第２４項」に改め，同項を附則第

２２項とし，附則第２４項を附則第２３項とする。 

附則第２５項中「附則第２７項」を「附則第２６項」に，「附則第２３項」

を「附則第２２項」に改め，同項を附則第２４項とし，附則第２６項を附則第

２５項とする。 

附則第２７項中「附則第２３項」を「附則第２２項」に，「附則第２５項」
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を「附則第２４項」に改め，同項を附則第２６項とする。 

附則第２８項中「附則第２５項」を「附則第２４項」に，「附則第２３項」

を「附則第２２項」に改め，同項を附則第２７項とする。 

附則第２９項中「附則第２３項」を「附則第２２項」に，「附則第２５項」

を「附則第２４項」に改め，同項を附則第２８項とする。 

附則第３０項中「附則第２３項」を「附則第２２項」に改め，同項を附則第

２９項とする。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第５条関係） 

行政職給料表 

職員

の区

分 

 職務の

級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 円 

1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 408,300 

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 410,200 

3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 412,100 

4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 413,900 

5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 415,700 

6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 417,500 

7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 419,300 

8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 421,100 

9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 422,700 

 10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 424,200 

 11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 425,700 

 12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 427,200 

 13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 428,700 

 14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 430,000 

 15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 431,300 

 16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 432,500 

 17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 433,700 

 18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 435,000 

 19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 436,300 

 20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 437,500 

 21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 438,700 

 22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 439,500 

 23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 440,300 

 24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 441,100 

 25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 441,700 

 26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 442,300 
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 27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 442,900 

 28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 443,500 

 29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 444,200 

 30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 445,000 

 31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 445,400 

 32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 446,100 

 33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 446,600 

 34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 447,000 

 35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 447,400 

 36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 447,800 

 37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 448,200 

 38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 448,600 

 39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 449,000 

 40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 449,300 

 41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 449,600 

 42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 450,000 

 43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 450,300 

 44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 450,600 

 45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 450,900 

 46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700   

 47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000   

 48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300   

 49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500   

 50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800   

 51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100   

 52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400   

 53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600   

 54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900   

 55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200   

 56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500   

 57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700   

 58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000   

 59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300   
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 60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500   

 61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700   

 62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000   

 63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300   

 64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500   

 65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700   

 66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000   

 67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300   

 68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500   

 69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700   

 70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000   

 71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300   

 72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500   

 73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700   

 74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500     

 75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800     

 76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000     

 77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200     

 78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500     

 79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800     

 80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000     

 81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200     

 82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500     

 83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800     

 84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000     

 85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200     

 86 256,000 297,100 346,000         

 87 256,300 297,400 346,400         

 88 256,600 297,700 346,800         

 89 256,900 298,000 347,000         

 90 257,200 298,300 347,400         

 91 257,500 298,600 347,800         

 92 257,800 299,000 348,200         
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 93 258,100 299,200 348,400         

 94   299,400 348,800         

 95   299,700 349,200         

 96   300,100 349,500         

 97   300,300 349,800         

 98   300,600 350,200         

 99   301,000 350,600         

 100   301,400 351,000         

 101   301,600 351,500         

 102   301,900 351,900         

 103   302,200 352,300         

 104   302,500 352,700         

 105   302,700 353,200         

 106   303,000 353,600         

 107   303,300 353,900         

 108   303,600 354,200         

 109   303,800 354,700         

 110   304,200           

 111   304,600           

 112   304,900           

 113   305,100           

 114   305,300           

 115   305,600           

 116   306,000           

 117   306,200           

 118   306,400           

 119   306,700           

 120   307,000           

 121   307,400           

 122   307,600           

 123   307,900           

 124   308,200           

 125   308,500           
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定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

基準給料

月 額 

 円 円 円 円 円 円 円 

 

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 362,700 

備考 この表は，他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。ただし，

第２１条に規定する職員を除く。 

  



26 

（常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

第３条 常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

８年常総市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項の表を次のように改める。 

号給 給料月額（円） 

１ ３９２，０００ 

２ ４４０，０００ 

３ ４９２，０００ 

４ ５５５，０００ 

５ ６３４，０００ 

第８条第２項中「１００分の１７０」と」の次に「，「１００分の１２７．

５」とあるのは「１００分の１７５」と」を加える。 

第４条 常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を

次のように改正する。 

第８条第１項中「第９条から第１１条の３まで」を「第９条，第１０条，第

１１条の２及び第１１条の３」に改め，「及び第１９条」を削り，同条第２項

中「１００分の１２２．５」を「１００分の１２５」に，「１００分の１７０」

を「１００分の９５」に，「「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分

の１７５」を「給与条例第１９条第２項第１号中「１００分の１０５」とある

のは「１００分の８７．５」に改める。 

（常総市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第５条 常総市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年常

総市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第２０条第４項中「得た額」の次に「に，１００分の４を乗じて得た額を加

算した額」を加える。 

附則第２項を削り，附則第１項の項番号を削る。 

（常総市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第６条 常総市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年水海道

市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「もの」の次に「（以下「管理職員」という。）」を加える。 

第５条第２項中第１号を削り，第２号を第１号とし，第３号から第５号まで

を１号ずつ繰り上げる。 

第１１条の２を次のように改める。 
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（管理職員特別勤務手当） 

第１１条の２ 管理職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要によ

り，勤務を要しない日又は休日（次項において「休日等」という。）に勤務

をした場合は，当該管理職員には，管理職員特別勤務手当を支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか，管理職員が災害への対処その他の臨時又は緊

急の必要により午後１０時から翌日の午前５時までの間（休日等に含まれる

時間を除く。）であって正規の勤務時間以外の時間に勤務をした場合は，当

該管理職員には，管理職員特別勤務手当を支給する。 

附則第２項を削り，附則第１項の項番号を削る。 

（地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正） 

第７条 地方公務員法等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４

年常総市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

附則第１６条中「附則第２３項から第３０項」を「附則第２２項から第２９

項」に改める。 

附則第１７条第６項中「附則第９条第３項」を「附則第９条第２項」に改め，

同条第７項中「，第１１条並びに第１１条の３」を削る。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条及び第４条から第７条

までの規定並びに附則第４項から第８項まで及び第１０項の規定は，令和７年

４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の常総市職員の給与に関する条例（次項において

「改正後の給与条例」という。）の規定及び第３条の規定による改正後の常総

市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（次項において「改

正後の任期付職員条例」という。）の規定は，令和６年４月１日から適用する。 

（給与の内払） 

３ 改正後の給与条例又は改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合におい

ては，第１条の規定による改正前の常総市職員の給与に関する条例の規定に基

づいて支給された給与又は第３条の規定による改正前の常総市一般職の任期付

職員の採用及び給与の特例に関する条例の規定に基づいて支給された給与は，

それぞれ改正後の給与条例の規定による給与又は改正後の任期付職員条例の規

定による給与の内払とみなす。 

（号給の切替え） 
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４ 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日から引き続き在職する

職員であって，同日において改正後の給与条例別表第２の給料表の適用を受け

ていた職員の切替日における号給（以下「新号給」という。）は，切替日の前

日においてその者が属していた職務の級及び受けていた号給（以下「旧号給」

という。）に応じて附則別表に定める号給とする。 

（令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

５ 切替日から令和８年３月３１日までの間における第２条の規定による改正後

の給与条例（以下「第２条改正後給与条例」という。）第１０条の規定の適用 

については，同条第２項中「(5) 重度心身障害者」とあるのは 
「(5) 重度心 

(6) 配偶者 

身障害者 
と，同 

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」 

条第３項中「１万３，０００円」とあるのは「１万１，５００円」と，「とす

る」とあるのは「，前項第６号に該当する扶養親族については３，０００円と

する」とする。 

６ 切替日から令和８年３月３１日までの間における第６条の規定による改正後

の常総市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５条の規定の適用につ 

いては，同条第２項中「(4) 重度心身障害者」とあるのは 
「(4) 重度心身障 

(5) 配偶者（届 

害者 
とする。 

出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」 

（令和１０年３月３１日までの間における地域手当に関する経過措置） 

７ 切替日から令和１０年３月３１日までの間における第２条改正後給与条例第

１１条の２の規定の適用については，同条第２項中「１００分の４」とあるの

は，「１００分の２」とする。 

８ 切替日から令和１０年３月３１日までの間における第５条の規定による改正

後の常総市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第２０条の規定

の適用については，同条第４項中「１００分の４」とあるのは，「１００分の

２」とする。 

（委任） 

９ 附則第２項から前項までに定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な

事項は，市規則で定める。 

（常総市職員の分限に関する条例の一部改正） 
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１０ 常総市職員の分限に関する条例（昭和４８年水海道市条例第２０号）の一

部を次のように改正する。 

附則第４項中「附則第２３項」を「附則第２２項」に改める。 

附則別表（附則第４項関係）職員の号給の切替表 

行政職給料表の適用を受ける職員の新号給 

旧号給 
新   号   給 

３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

1 1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 1 

6 2 1 1 1 1 

7 3 1 1 1 1 

8 4 1 1 1 1 

9 5 1 1 1 1 

10 6 2 2 1 1 

11 7 3 3 1 1 

12 8 4 4 1 1 

13 9 5 5 1 1 

14 10 6 6 2 1 

15 11 7 7 3 1 

16 12 8 8 4 1 

17 13 9 9 5 1 

18 14 10 10 6 2 

19 15 11 11 7 3 

20 16 12 12 8 4 

21 17 13 13 9 5 

22 18 14 14 10 6 

23 19 15 15 11 7 

24 20 16 16 12 8 

25 21 17 17 13 9 
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26 22 18 18 14 10 

27 23 19 19 15 11 

28 24 20 20 16 12 

29 25 21 21 17 13 

30 26 22 22 18 14 

31 27 23 23 19 15 

32 28 24 24 20 16 

33 29 25 25 21 17 

34 30 26 26 22 18 

35 31 27 27 23 19 

36 32 28 28 24 20 

37 33 29 29 25 21 

38 34 30 30 26 22 

39 35 31 31 27 23 

40 36 32 32 28 24 

41 37 33 33 29 25 

42 38 34 34 30 26 

43 39 35 35 31 27 

44 40 36 36 32 28 

45 41 37 37 33 29 

46 42 38 38 34 30 

47 43 39 39 35 31 

48 44 40 40 36 32 

49 45 41 41 37 33 

50 46 42 42 38 34 

51 47 43 43 39 35 

52 48 44 44 40 36 

53 49 45 45 41 37 

54 50 46 46 42 38 

55 51 47 47 43 39 

56 52 48 48 44 40 

57 53 49 49 45 41 
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58 54 50 50 46 42 

59 55 51 51 47 43 

60 56 52 52 48 44 

61 57 53 53 49 45 

62 58 54 54 50 
 

63 59 55 55 51 
 

64 60 56 56 52 
 

65 61 57 57 53 
 

66 62 58 58 54 
 

67 63 59 59 55 
 

68 64 60 60 56 
 

69 65 61 61 57 
 

70 66 62 62 58 
 

71 67 63 63 59 
 

72 68 64 64 60 
 

73 69 65 65 61 
 

74 70 66 66 62 
 

75 71 67 67 63 
 

76 72 68 68 64 
 

77 73 69 69 65 
 

78 74 70 70 66 
 

79 75 71 71 67 
 

80 76 72 72 68 
 

81 77 73 73 69 
 

82 78 74 74 70 
 

83 79 75 75 71 
 

84 80 76 76 72 
 

85 81 77 77 73 
 

86 82 78 78 
  

87 83 79 79 
  

88 84 80 80 
  

89 85 81 81 
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90 86 82 82 
  

91 87 83 83 
  

92 88 84 84 
  

93 89 85 85 
  

94 90 
    

95 91 
    

96 92 
    

97 93 
    

98 94 
    

99 95 
    

100 96 
    

101 97 
    

102 98 
    

103 99 
    

104 100 
    

105 101 
    

106 102 
    

107 103 
    

108 104 
    

109 105 
    

110 106 
    

111 107 
    

112 108 
    

113 109 
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議案第５２号 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例について 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，人事院勧告に基づく一般職に属する職員の給与改定に準じて，市長等

特別職に支給する期末手当の支給割合を改正するため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を

改正する条例 

 

第１条 常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和３

２年水海道市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「１００分の１７０」と」の次に「，「１００分の１２７．５」と

あるのは「１００分の１８０」と」を加える。 

第２条 常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を

次のように改正する。 

第４条中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の１７０」と，

「１００分の１２７．５」を「１００分の１２５」に，「１００分の１８０」

を「１００分の１７５」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条の規定は，令和７年４

月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅

費に関する条例（以下「改正後の特別職給与等条例」という。）の規定は，令

和６年４月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正後の特別職給与等条例の規定を適用する場合においては，第１条の規定

による改正前の常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例

の規定に基づいて支給された期末手当は，改正後の特別職給与等条例の規定に

よる期末手当の内払とみなす。 
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議案第５３号 

 

常総市職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

常総市職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号

の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，職員が仕事と生活の両立をしやすくするため，時間外勤務の免除の対

象となる子の範囲の拡大，仕事と介護の両立支援制度を利用しやすい勤務環境の

整備に関する規定等を定める改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市職員の勤務時間，休暇等に関する条例（平成７年水海道市条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

第８条の３第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するまで

の子」に改め，同条第４項中「第２項中「３歳に満たない子のある職員が，市規

則で定めるところにより，当該子を養育」とあり，及び前項中」を「及び前２項

中」に改める。 

第１５条第１項中「市規則で定める者」の次に「（第１７条の２第１項におい

て「配偶者等」という。）」を加える。 

第１７条の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は，職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況

に至ったことを申し出たときは，当該職員に対して，仕事と介護との両立に資

する制度又は措置（以下この項及び次条において「介護両立支援制度等」とい

う。）その他の事項を知らせるとともに，介護両立支援制度等の申告，請求又

は申出（次条において「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認する

ための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は，職員に対して，当該職員が４０歳に達した日の属する年度（４

月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において，前項に規定する事項を

知らせなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の３ 任命権者は，介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるよう

にするため，次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，公布

の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤務制限

開始日とする改正後の常総市職員の勤務時間，休暇等に関する条例第８条の３

第２項の規定による請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育

するために行うものに限る。）を行おうとする職員は，施行日前においても，

市規則の定めるところにより，当該請求を行うことができる。 
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議案第５４号 

 

常総市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

常総市職員の育児休業等に関する条例を次のように定めたいので，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，部分休業の承認に関する規定について，条例中で引用する法律が改正

されたことから，引用する条項の整合を図る改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市職員の育児休業等に関する条例（平成４年水海道市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

第１７条第３項中「第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９

項」を「第６１条の２第２０項」に改める。 

附 則 

この条例は，令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５５号 

 

常総市公共施設整備基金条例の一部を改正する条例について 

 

常総市公共施設整備基金条例の一部を改正する条例を次のように定めたいの

で，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により

議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，当市の公共施設の多くが建設後４０年を超え，今後それらの更新や長

寿命化に対応していく必要があることから，公共施設整備基金の設置目的に大規

模改修事業を加える改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市公共施設整備基金条例の一部を改正する条例 

 

常総市公共施設整備基金条例（平成１０年水海道市条例第２１号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「整備事業」を「整備又は大規模改修事業」に改める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第５６号 

 

常総市ふるさと応援寄附金基金条例について 

 

常総市ふるさと応援寄附金基金条例を次のように定めたいので，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，当初予算額以上のふるさと応援寄附金，いわゆるふるさと納税があっ

た際に，これを積み立て，翌年度以降の政策的な事業の財源とするふるさと応援

寄附金基金を設置するため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市ふるさと応援寄附金基金条例 

 

（設置） 

第１条 常総市を応援するために寄せられた寄附金（地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第３７条の２第１項及び第３１４条の７第１項に規定する寄附金

税額控除の対象となる寄附金。以下「寄附金」という。）をまちづくりに有効

に活用するため，常総市ふるさと応援寄附金基金（以下「基金」という。）を

設置する。 

（積立額） 

第２条 基金として積み立てる額は，一般会計歳入歳出予算で定める額とする。

ただし，以下の各号に定めるものを除き，これを基金に積み立てることができ

る。 

(1) 寄附金の受入年度において，市長が別に定める事業の実施のための財源と

する額 

(2) 寄附金の受入れに伴い，寄附者に対して提供する返礼品等に要する経費 

(3) ふるさと応援寄附の募集，受付，受入れ等に要する経費 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は，金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法

により保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生じる収益は，一般会計歳入歳出予算に計上して，この

基金に編入するものとする。 

（処分） 

第５条 基金は，市長が別に定める事業の財源に充てる場合に限り，その全部又

は一部を処分することができる。 

２ 市長は，基金の処分に当たっては，寄附者が事業の選択を市長に委ねた場合

を除き，寄附者の意向が反映されるよう十分配慮しなければならない。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか，基金の管理に関し必要な事項は，市長が

別に定める。 

附 則 
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この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第５７号 

 

常総市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例について 

 

常総市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，地方公共団体情報システムの標準化に伴い，一元的に住登外者の登録

及び管理を行う機能を扱う事務に係る規定を整備するほか，所要の改正を行うた

め，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例 

 

常総市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年常総

市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改め，同条第３号中

「第２条第１２項」を「第２条第１３項」に改め，同条第４号中「第２条第１４

項」を「第２条第１５項」に改め，同条に次の２号を加える。 

(7) 住登外者 住民基本台帳法（昭和４２年法律８１号）により市が備える住

民基本台帳に記録されていない者であって，市長又は教育委員会が行政事務

を処理するため住民とは別に管理する必要があるものをいう。 

(8) 住登外者宛名番号管理機能 庁内で管理する住登外者を一意に特定するた

めの番号を付し，氏名，住所等の情報を管理するための機能をいう。 

別表第１に次のように加える。 

５ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に

関する事務であって規則で定めるもの 

６ 教育委員

会 

住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に

関する事務であって規則で定めるもの 

別表第２を次のように改める。 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 常総市医療福祉費支給に

関する条例による医療福

祉費の支給に関する事務

であって規則で定めるも

の 

地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）その他の地方税に関す

る法律に基づく条例の規定によ

り算定した税額又はその算定の

基礎となる事項に関する情報

（以下「地方税関係情報」とい

う。）であって規則で定めるも

の 

医療保険各法（健康保険法（大

正１１年法律第７０号），船員

保険法（昭和１４年法律第７３ 
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号），私立学校教職員共済法

（昭和２８年法律第２４５

号），国家公務員共済組合法

（昭和３３年法律第１２８

号），国民健康保険法（昭和３

３年法律第１９２号）又は地方

公務員等共済組合法（昭和３７

年法律第１５２号）をいう。）

又は高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第８０

号）による医療に関する給付の

支給又は保険料の徴収に関する

情報（以下「医療保険給付関係

情報」という。）であって規則

で定めるもの 

母子保健法（昭和４０年法律第

１４１号）による妊娠の届出に

関する情報であって規則で定め

るもの 

児童扶養手当法（昭和３６年法

律第２３８号）による児童扶養

手当の支給に関する情報（以下

「児童扶養手当関係情報」とい

う。）であって規則で定めるも

の 

身体障害者福祉法（昭和２４年

法律第２８３号）による身体障

害者手帳，精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律（昭和２

５年法律第１２３号）による精

神障害者保健福祉手帳又は知的

障害者福祉法（昭和３５年法律

第３７号）にいう知的障害者に 
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関する情報であって規則で定め

るもの 

国民年金法（昭和３４年法律第

１４１号）による障害基礎年金

の支給に関する情報であって規

則で定めるもの 

特別児童扶養手当等の支給に関

する法律（昭和３９年法律第１

３４号）による特別児童扶養手

当の支給に関する情報（以下

「特別児童扶養手当関係情報」

という。）であって規則で定め

るもの 

母子及び父子並びに寡婦福祉法

（昭和３９年法律第１２９号）

による配偶者のない者で現に児

童を扶養しているものに関する

情報であって規則で定めるもの 

生活保護法による保護の実施又

は就労自立給付金の支給に関す

る情報（以下「生活保護関係情

報」という。）であって規則で

定めるもの 

中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年

法律第３０号）による支援給付

又は配偶者支援金の支給に関す

る情報（以下「中国残留邦人等

支援給付等関係情報」とい

う。）であって規則で定めるも

の 
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生活に困窮する外国人に対する

生活保護法に準じて行う保護の

措置に関する情報（以下「外国

人生活保護関係情報」とい

う。）であって規則で定めるも

の 

住登外者宛名番号管理機能によ

る住登外者の情報の管理に関す

る情報（以下「住登外者関係情

報」という。）であって規則で

定めるもの 

２ 市長 常総市すくすく医療費支

給に関する条例によるす

くすく医療費の支給に関

する事務であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報であって規則で

定めるもの 

医療保険給付関係情報であって

規則で定めるもの 

住登外者関係情報であって規則

で定めるもの 

３ 市長 地方税法その他の地方税

に関する法律及びこれら

の法律に基づく条例によ

る地方税の賦課徴収に関

する事務であって規則で

定めるもの 

生活保護関係情報であって規則

で定めるもの 

中国残留邦人等支援給付等関係

情報であって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの 

医療保険給付関係情報であって

規則で定めるもの 

介護保険法（平成９年法律第１

２３号）による保険給付の支

給，地域支援事業の実施又は保

険料の徴収に関する情報（以下

「介護保険給付等関係情報」と

いう。）であって規則で定める

もの 
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災害対策基本法（昭和３６年法

律第２２３号）による災害によ

る被害の程度を証明する書面に

関する情報（以下「罹
り

災証明書

関係情報」という。）であって

規則で定めるもの 

４ 市長 健康増進法（平成１４年

法律第１０３号）による

健康増進事業の実施に関

する事務であって規則で

定めるもの 

生活保護関係情報であって規則

で定めるもの 

５ 市長 予防接種法（昭和２３年

法律第６８号）による予

防接種の実施，給付の支

給又は実費の徴収に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

生活保護関係情報であって規則

で定めるもの 

６ 市長 中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支

援に関する法律による支

援給付又は配偶者支援金

の支給に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で

定めるもの 

介護保険給付等関係情報であっ

て規則で定めるもの 

７ 市長 生活に困窮する外国人に

対する生活保護法に準じ

て行う保護の措置に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

医療保険給付関係情報であって

規則で定めるもの 

母子及び父子並びに寡婦福祉法

による給付金の支給に関する情

報であって規則で定めるもの 

児童扶養手当関係情報であって 
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規則で定めるもの 

特別児童扶養手当関係情報であ

って規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で

定めるもの 

母子保健法による養育医療の給

付又は養育医療に要する費用の

支給に関する情報であって規則

で定めるもの 

児童手当法（昭和４６年法律第

７３号）による児童手当又は特

例給付の支給に関する情報であ

って規則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報であっ

て規則で定めるもの 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）

による自立支援給付の支給に関

する情報であって規則で定める

もの 

８ 市長 常総市難病患者福祉手当

支給要綱による難病患者

福祉手当の支給に関する

事務であって規則で定め

るもの 

地方税関係情報であって規則で

定めるもの 

９ 市長 介護保険法による保険給

付の支給，地域支援事業

の実施又は保険料の徴収

に関する事務であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって規則

で定めるもの 

罹災証明書関係情報であって規

則で定めるもの 

１０ 市長 老人福祉法（昭和３８年 地方税関係情報であって規則で 
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法律第１３３号）による

福祉の措置又は費用の徴

収に関する事務であって

規則で定めるもの 

定めるもの 

１１ 市長 生活保護法による保護の

決定及び実施，就労自立

給付金の支給，保護に要

する費用の返還又は徴収

金の徴収に関する事務で

あって規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で

定めるもの 

介護保険給付等関係情報であっ

て規則で定めるもの 

１２ 市長 国民健康保険法による保

険給付の支給又は保健事

業に関する事務であって

規則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報であっ

て規則で定めるもの 

罹災証明書関係情報であって規

則で定めるもの 

１３ 市長 国民年金法による年金で

ある給付若しくは一時金

の支給又は保険料の免除

に関する事務であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で

定めるもの 

１４ 市長 母子保健法による養育医

療の給付又は養育医療に

要する費用の支給に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

地方税関係情報であって規則で

定めるもの 

外国人生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの 

１５ 市長 高齢者の医療の確保に関

する法律による後期高齢

者医療給付の支給又は保

険料の徴収に関する事務

であって規則で定めるも

の 

生活保護関係情報又は中国残留

邦人等支援給付等関係情報であ

って規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報であっ

て規則で定めるもの 

罹災証明書関係情報であって規 
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  則で定めるもの 

１６ 市長 公営住宅法（昭和２６年

法律第１９３号）による

公営住宅（同法第２条第

２号に規定する公営住宅

をいう。）の管理に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

中国残留邦人等支援給付等関係

情報であって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの 

罹災証明書関係情報であって規

則で定めるもの 

１７ 市長 子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５

号）による子どものため

の教育・保育給付若しく

は子育てのための施設等

利用給付の支給又は地域

子ども・子育て支援事業

の実施に関する事務であ

って規則で定めるもの 

罹災証明書関係情報であって規

則で定めるもの 

１８ 市長 障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援す

るための法律による自立

支援給付の支給又は地域

生活支援事業の実施に関

する事務であって規則で

定めるもの 

罹災証明書関係情報であって規

則で定めるもの 

１９ 市長 住登外者宛名番号管理機

能による住登外者の情報

の管理に関する事務であ

って規則で定めるもの 

特定個人番号利用事務に関する

住登外者の利用特定個人情報で

あって規則で定めるもの 

常総市医療福祉費支給に関する

条例による医療福祉費の支給に

関する事務であって規則で定め

るもの 
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常総市すくすく医療費支給に関

する条例によるすくすく医療費

の支給に関する事務であって規

則で定めるもの 

２０ 市長 特定個人番号利用事務 住登外者関係情報であって規則

で定めるもの 

２１ 教育委

員会 

住登外者宛名番号管理機

能による住登外者の情報

の管理に関する事務であ

って規則で定めるもの 

特定個人番号利用事務に関する

住登外者の利用特定個人情報で

あって規則で定めるもの 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条の改正規定（同条に２号

を加える改正規定を除く。）は令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５８号 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会

の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，国民健康保険税の税率等を改正するほか所要の改正を行うため，これ

を提出する。 



 

56 

常総市条例第 号 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

常総市国民健康保険税条例（昭和３４年水海道市条例第１３号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第１項中「１００分の７．０２」を「１００分の７．４７」に改める。 

第４条中「２６，６００円」を「４２，２００円」に改める。 

第６条中「１００分の２．５７」を「１００分の３．３９」に改める。 

第７条中「１６，１００円」を「１９，４００円」に改める。 

第８条中「１００分の２．１７」を「１００分の２．８５」に改める。 

第９条中「１７，１００円」を「２０，４００円」に改める。 

第２３条第１項第１号ア中「１８，６２０円」を「２９，５４０円」に改め，

同号イ中「１１，２７０円」を「１３，５８０円」に改め，同号ウ中「１１，９

７０円」を「１４，２８０円」に改め，同項第２号ア中「１３，３００円」を

「２１，１００円」に改め，同号イ中「８，０５０円」を「９，７００円」に改

め，同号ウ中「８，５５０円」を「１０，２００円」に改め，同項第３号ア中

「５，３２０円」を「８，４４０円」に改め，同号イ中「３，２２０円」を「３，

８８０円」に改め，同号ウ中「３，４２０円」を「４，０８０円」に改め，同条

第２項第１号ア中「３，９９０円」を「６，３３０円」に改め，同号イ中「６，

６５０円」を「１０，５５０円」に改め，同号ウ中「１０，６４０円」を「１６，

８８０円」に改め，同号エ中「１３，３００円」を「２１，１００円」に改め，

同項第２号ア中「２，４１５円」を「２，９１０円」に改め，同号イ中「４，０

２５円」を「４，８５０円」に改め，同号ウ中「６，４４０円」を「７，７６０

円」に改め，同号エ中「８，０５０円」を「９，７００円」に改める。 

附則第１６項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の常総市国民健康保険税条例の規定は，令和７年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し，令和６年度分までの国民健康保

険税については，なお従前の例による。 
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議案第５９号 

 

常総市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について 

 

常総市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次のように定めた

いので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

より議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，後期高齢者医療保険料の普通徴収に係る納期を，市税，介護保険料等

と同様の納期に改めるほか所要の改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年常総市条例第８号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第８号中「附則第６条第１項」を「附則第４条第１項」に改める。 

第４条第１項中「７月１日」を「７月２０日」に，「８月１日」を「８月２０

日」に，「９月１日」を「９月２０日」に，「１０月１日」を「１０月２０日」

に，「１１月１日」を「１１月２０日」に，「１２月１日から同月３１日」を

「１２月１７日から同月２６日」に，「１月１日」を「翌年１月２０日」に，

「２月１日」を「翌年２月１８日」に，「同月２８日」を「同月末日」に改め，

「（ただし，閏年は２９日まで）」を削る。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第６０号 

 

常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例について 

 

常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，石下総合福祉センターにおける入浴施設及びカラオケ機器を廃止する

ことから，これらに係る規定を整理する改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例 

 

常総市石下総合福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成１７年水海道

市条例第１５９号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第１項第６号を削り，同条第２項第４号を削る。 

別表浴室の項及びカラオケ機器の項を削る。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第６１号 

 

常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について 

 

常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める厚生労働省令

が改正されたことに伴い，条例中の栄養士の配置等に関する要件を省令と同様の

内容に改めるため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 

常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年常総市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

附 則 

この条例は，令和７年４月１日から施行する。 
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議案第６２号 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例について 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議

決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，常総市水海道第二保育所について，令和７年３月３１日をもって廃止

するため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例 

 

常総市保育所設置条例（昭和３５年水海道市条例第１５号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表常総市水海道第二保育所の項を削る。 

附 則 

この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

 



 

65 

議案第６３号 

 

常総市市民の広場の設置及び管理に関する条例について 

 

常総市市民の広場の設置及び管理に関する条例を次のように定めたいので，地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の

議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，中心市街地の活性化を図るため，常総市市民の広場を公の施設として

設置することとし，その設置及び管理に必要な事項を定めるため，これを提出す

る。 

 



 

66 

常総市条例第 号 

 

常総市市民の広場の設置及び管理に関する条例 

 

（設置） 

第１条 市民が交流の場として多目的に活用し，交流を通じて新たな人の流れに

よる賑わいと活力を創出し，中心市街地の活性化を図るための施設として，地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項の規定に基づき，

常総市市民の広場（以下「市民の広場」という。）の設置及び管理に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（名称及び位置） 

第２条 市民の広場の名称及び位置は，次のとおりとする。 

(1) 名称 常総市市民の広場 

(2) 位置 常総市水海道宝町３３７４番地３ 

（施設） 

第３条 市民の広場は，次に掲げる施設をもって構成する。 

(1) 広場 

(2) 駐車場 

(3) その他附帯施設 

（開場日及び開場時間） 

第４条 市民の広場の開場日及び開場時間は，規則で定める。 

（利用の許可） 

第５条 市民の広場を利用しようとする者が次に掲げる行為をする場合は，あら

かじめ市長の許可を受けなければならない。 

(1) 物品の販売，募金その他これらに類する行為をすること。 

(2) 営業を目的として写真又は映画を撮影すること。 

(3) 興行を行うこと。 

(4) 集会，競技会，展示会その他これらに類する催しのため市民の広場の全部

又は一部を独占して利用すること。 

２ 市長は，市民の広場の管理上必要があると認めるときは，その利用について

条件を付すことができる。 

（利用の制限） 

第６条 市長は，市民の広場を利用しようとする者が次のいずれかに該当すると
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きは，市民の広場への入場を拒否し，又は市民の広場の利用を許可しないこと

ができる。 

(1) 公の秩序を乱し，又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

(2) 市民の広場の施設，設備等を毀損するおそれがあると認められるとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか市民の広場の管理上支障があると認められると

き。 

（特別設備等の許可） 

第７条 利用者（第５条第１項の規定による許可を受けた者をいう。以下同

じ。）は，その利用に当たり，特別の設備を設け，又は特殊な物件を搬入しよ

うとするときは，あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

（利用許可の取消し等） 

第８条 市長は，利用者が次の各号のいずれかに該当するときは，その利用許可

の条件を変更し，利用を停止し又は利用許可を取り消すことができる。 

(1) 利用者が，この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 利用者が，この条例の規定による許可に付された条件に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正の手段によりこの条例の規定による許可を受けたとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか，管理運営上支障が生じたとき。 

２ 前項の規定に基づく取消し等により，利用者に損害が生じることがあっても，

市はその賠償の責めを負わない。 

（原状回復の義務） 

第９条 利用者は，市民の広場の利用を終了したとき，又は利用を停止され，若

しくは利用許可を取り消されたときは，直ちに市民の広場を原状に復して返還

しなければならない。 

２ 利用者が前項に規定する義務を履行しないときは，市長においてこれを代行

し，これに要した費用を利用者から徴収する。 

（損害賠償の義務） 

第１０条 市民の広場内において，設備等を損傷し，又は滅失させた者は，市長

の定める額を賠償しなければならない。ただし，市長が特にやむを得ない理由

があると認めるときは，これを免除することができる。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は，公布の日から施行する。 

（議会の議決に付すべき公の施設の利用及び廃止に関する条例の一部改正） 

２ 議会の議決に付すべき公の施設の利用及び廃止に関する条例（昭和３９年水

海道市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１に次の１号を加える。 

(22) 市民の広場 

（常総市公共施設の暴力団等排除に関する条例の一部改正） 

３ 常総市公共施設の暴力団等排除に関する条例（平成２０年常総市条例第

６号）の一部を次のように改正する。 

別表中第２４項を第２５項とし，第２３項の次に次の１項を加える。 

２４ 常総市市民の広場の設置及び管理に関する条例（令和７年常総市条例

第 号） 
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議案第６４号 

 

常総市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部を改

正する条例について 

 

常総市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部を改正する条例

を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，宅地造成及び特定盛土等規制法に合わせ，茨城県土砂等による土地の

埋立て等の規制に関する条例が改正されることから，市条例においてもこれに対

応するための改正を行うほか，刑法の一部改正に合わせた用語の改正等を行うた

め，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

常総市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成１６年水海道市

条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「たい積」を「堆積」に改め，「及び災害の防止」を削る。 

第４条中「及び災害の防止」を削る。 

第６条第１項第１号中「５，０００平方メートル以上である」を「３，

０００平方メートルを超える」に改め，同条第２項第１０号中「及び災害の防

止」を削る。 

第７条第２号を削り，同条第３号中「及び災害の防止」を削り，同号を同条第

２号とする。 

第８条，第１０条第２項及び第１２条中「及び災害の防止」を削る。 

第１６条中「又は災害の防止」を削る。 

第１８条第２項第１号中「及び災害の防止」を削り，同項第２号中「又は災害

の防止」を削る。 

第１９条を次のように改める。 

（関係行政機関等への照会等） 

第１９条 市長は，この条例の規定に基づく事務に関し，関係行政機関，関係地

方公共団体，関係のある公私の団体その他の関係者に対し，照会し，又は協力

を要請することができる。 

２ 市長は，生活環境の保全のため必要があると認めるときは，土地の埋立て等

を行う者，土地の埋立て等に用いる土砂等を発生させる者，土地の埋立て等を

行う土地の所有者等その他の関係者に対し，必要な協力を要請することができ

る。 

第２２条第１項中「者は」を「ときは，その違反行為をした者は」に，「懲

役」を「拘禁刑」に改め，同項各号中「者」を「とき。」に改め，同条第２項中

「者は」を「ときは，その違反行為をした者は」に改め，同項各号中「者」を

「とき。」に改め，同条第３項中「者は」を「ときは，その違反行為をした者

は」に改め，同項各号中「者」を「とき。」に改める。 

附 則 
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（施行期日) 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規

定は，当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条の改正規定（「たい積」を「堆積」に改める部分に限る。），第

１９条の改正規定及び第２２条の改正規定（「懲役」を「拘禁刑」に改める

部分を除く。） 公布の日 

(2) 第２２条の改正規定（「懲役」を「拘禁刑」に改める部分に限る。）並び

に附則第６項及び第７項の規定 令和７年６月１日 

（経過措置） 

２ この附則に別段の定めのあるもののほか，この条例の施行の際現にこの条例

による改正前の常総市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（以下

「改正前の条例」という。）第６条第１項の規定による許可を受けている者で

あって，現に当該許可に係る土地の埋立て等に着手しているものについては，

なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に改正前の条例第６条第１項の規定による許可を受け

ている者であって，当該許可に係る土地の埋立て等に着手していないものは，

この条例の施行の日に，改正後の条例第６条第１項の許可を受けたものとみな

す。 

４ この条例の施行前にされた改正前の条例第６条第２項の規定による許可の申

請であって，この条例の施行の際に許可又は不許可の処分がされていないもの

は，改正後の条例第６条第２項の規定による許可の申請とみなす。 

５ この条例の施行前にした行為及び附則第２項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合におけるこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用

については，なお従前の例による。 

６ 第２２条の改正規定（「懲役」を「拘禁刑」に改める部分に限る。）の施行

前にした行為の処罰については，なお従前の例による。 

７ 第２２条の改正規定（「懲役」を「拘禁刑」に改める部分に限る。）の施行

後にした行為に対して，この条例の規定又は他の条例の規定によりなお従前の

例によることとされ，なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前

の条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において，当該罰則

に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）第２条の

規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧

刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期の
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ものに限る。以下この項において同じ。），旧刑法第１３条に規定する禁錮

（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）

又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれると

きは，当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくす

る有期拘禁刑と，旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。 
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議案第６５号 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を

求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，茨城県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の改正に伴

い，宅地造成及び特定盛土等規制法の事務の一部が県から市へ移譲されることか

ら，手数料を徴収すべき事項として，宅地造成又は特定盛土等に関する工事中間

検査に係る事項を加える改正を行うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例 

 

常総市手数料条例（平成１２年水海道市条例第２１号）の一部を次のように改

正する。 

別表優良住宅新築の認定の項の次に次のように加える。 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事

中間検査 

盛土又は切土をする土地の面積が 

３，０００平方メートル以内のと

き ２，７００円 

３，０００平方メートルを超え２

０，０００平方メートル以内のと

き ５，４００円 

２０，０００平方メートルを超え

４０，０００平方メートル以内の

とき １０，８００円 

４０，０００平方メートルを超え

７０，０００平方メートル以内の

とき ２１，６００円 

７０，０００平方メートルを超え

１００，０００平方メートル以内

のとき ３７，８００円 

１００，０００平方メートルを超

えるとき ５４，０００円 

附 則 

この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

 



75 

議案第６６号 

 

市道の路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により次の路線を

廃止したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西７８６ 向石下３３２－１ 向石下３４４－１ 

     

 

提案理由 

本案は，向石下地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防

整備に伴い，他の路線と重複することから，その認定を廃止するため，これを提

出する。 
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議案第６７号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２－０２１７ 

旧 向石下３００－２ 旧 古間木９８２－１ 

新 向石下３００－１６ 新 古間木９８２－２ 

 

提案理由 

本案は，当該路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防整備に伴

い，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点を変更する必要

があるため，これを提出する。 
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議案第６８号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２４８８ 

旧 花島町２２７－１ 旧 花島町２２３－２ 

新 花島町２２７－１ 新 花島町乙２２３－２ 

 

提案理由 

本案は，花島町地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防

整備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の終点の位置を変更す

る必要があるため，これを提出する。 

 



 

78 

 
議案第６９号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２５０７ 

旧 大輪町１１２－１ 旧 大輪町９５ 

新 大輪町１１２－３ 新 大輪町９４－２ 

 

提案理由 

本案は，大輪町地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防

整備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点の位置

を変更する必要があるため，これを提出する。 

 



 

79 

 
議案第７０号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２５１１ 

旧 花島町３－１ 旧 大輪町１３２－１ 

新 大輪町３－１ 新 大輪町１２８－１ 

 

提案理由 

本案は，大輪町地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防

整備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の終点の位置を変更す

る必要があるため，これを提出する。 

 



 

80 

 
議案第７１号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２５１７ 

旧 大輪町５２１－１ 旧 大輪町５１５ 

新 大輪町５２１－２ 新 大輪町５１５ 

 

提案理由 

本案は，大輪町地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防

整備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更す

る必要があるため，これを提出する。 

 



 

81 

 
議案第７２号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２５１８ 

旧 大輪町１４６－２ 旧 大輪町５０２－１ 

新 大輪町１４６－２ 新 大輪町５０７－１ 

 

提案理由 

本案は，大輪町地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防

整備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の終点の位置を変更す

る必要があるため，これを提出する。 

 



 

82 

 
議案第７３号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西１６３ 

旧 杉山４４０ 旧 杉山４３２－１ 

新 杉山４４０－１ 新 杉山４３２－１ 

 

提案理由 

本案は，杉山地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防整

備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更する

必要があるため，これを提出する。 

 



 

83 

 
議案第７４号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西１６４ 

旧 杉山４５５－１ 旧 杉山４５４－２ 

新 杉山４５５－１ 新 杉山４５４－１ 

 

提案理由 

本案は，杉山地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防整

備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の終点の位置を変更する

必要があるため，これを提出する。 

 



 

84 

 
議案第７５号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西７９０ 

旧 篠山１３１０－１ 旧 篠山１３０９ 

新 篠山１３０８－３ 新 篠山１３０９－１ 

 

提案理由 

本案は，篠山地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防整

備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点の位置を

変更する必要があるため，これを提出する。 

 



 

85 

 
議案第７６号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西７９１ 

旧 篠山１３４２－１ 旧 篠山１３３８－１ 

新 篠山１３３０－３ 新 篠山１３３８－１ 

 

提案理由 

本案は，篠山地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防整

備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更する

必要があるため，これを提出する。 

 



 

86 

 
議案第７７号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西８５９ 

旧 蔵持６８ 旧 蔵持６４ 

新 古間木９３１－１ 新 蔵持６４ 

 

提案理由 

本案は，蔵持地内の路線について，鬼怒川緊急対策プロジェクトによる堤防整

備に伴い，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更する

必要があるため，これを提出する。 

 



 

87 

 
議案第７８号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２－０２０８ 

旧 大沢新田３７－３ 旧 篠山１６１９ 

新 大沢新田３７－３ 新 篠山１１００－２ 

 

提案理由 

本案は，当該路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させるととも

に，現況に即した路線とすることから，当該路線の終点の位置を変更する必要が

あるため，これを提出する。 



 

88 

 
議案第７９号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２４１７ 

旧 花島町２１９９－１ 旧 花島町２１５１ 

新 花島町２２００ 新 花島町２０４８－２ 

 

提案理由 

本案は，花島町地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させる

とともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点の位置を

変更する必要があるため，これを提出する。 

 



 

89 

 
議案第８０号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

２５０６ 

旧 大輪町５７１－１ 旧 大輪町５３０－３ 

新 大輪町１４５０－３ 新 大輪町５３０－１ 

 

提案理由 

本案は，大輪町地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させる

とともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点の位置を

変更する必要があるため，これを提出する。 

 



 

90 

 
議案第８１号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西１６０ 

旧 国生３０２－４ 旧 向石下４９５－１ 

新 国生３０２－２ 新 国生２９９－３ 

 

提案理由 

本案は，当該路線の一部が鬼怒川サイクリングロードと重複することから当該

重複する部分を廃止するとともに，現況に即した路線とすることとし，当該路線

の起点及び終点の位置を変更する必要があるため，これを提出する。 

 



 

91 

 
議案第８２号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西７８４ 

旧 篠山７０６ 旧 向石下３２６－１ 

新 篠山７０６ 新 向石下３２４－２ 

 

提案理由 

本案は，篠山地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させると

ともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の終点の位置を変更する必

要があるため，これを提出する。 

 



 

92 

 
議案第８３号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西７８５ 

旧 向石下３３３－１ 旧 篠山１３８６ 

新 向石下３３９－１ 新 篠山１３８７－１２ 

 

提案理由 

本案は，向石下地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させる

とともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点の位置を

変更する必要があるため，これを提出する。 

 



 

93 

 
議案第８４号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西７９６ 

旧 篠山７２８－１ 旧 篠山１６０８ 

新 篠山１３４８－２ 新 篠山１６０８ 

 

提案理由 

本案は，篠山地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させると

ともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更する必

要があるため，これを提出する。 

 



 

94 

 
議案第８５号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西８２９ 

旧 篠山１６８５ 旧 篠山１６９７ 

新 篠山１２１９－２ 新 篠山１６９７－１ 

 

提案理由 

本案は，篠山地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させると

ともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点の位置を変

更する必要があるため，これを提出する。 

 



 

95 

 
議案第８６号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西８３３ 

旧 蔵持３７３－１ 旧 蔵持１０９－１ 

新 蔵持３７２－２ 新 篠山１００７－５ 

 

提案理由 

本案は，蔵持地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させると

ともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点の位置を変

更する必要があるため，これを提出する。 

 



 

96 

 
議案第８７号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西８３４ 

旧 篠山１００７－１２ 旧 篠山１７２８ 

新 篠山１００７－４ 新 篠山１７２８ 

 

提案理由 

本案は，篠山地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させると

ともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更する必

要があるため，これを提出する。 

 



 

97 

 
議案第８８号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西８５４ 

旧 蔵持１０９－１ 旧 蔵持１０４６ 

新 蔵持１０９－２ 新 蔵持１０４６ 

 

提案理由 

本案は，蔵持地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させると

ともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更する必

要があるため，これを提出する。 

 



 

98 

 
議案第８９号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西８５８ 

旧 蔵持２６ 旧 古間木２０４１ 

新 蔵持５５－２ 新 古間木２０４１ 

 

提案理由 

本案は，蔵持地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させると

ともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更する必

要があるため，これを提出する。 

 



 

99 

 
議案第９０号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西８６０ 

旧 蔵持１１１７ 旧 古間木２０２９ 

新 蔵持１１１７ 新 古間木９４２－２ 

 

提案理由 

本案は，蔵持地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させると

ともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の終点の位置を変更する必

要があるため，これを提出する。 
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議案第９１号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西９８９ 

旧 古間木９６９－１ 旧 古間木９６９－１ 

新 古間木９７３－２ 新 古間木９６９－１ 

 

提案理由 

本案は，古間木地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させる

とともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点の位置を変更する

必要があるため，これを提出する。 
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議案第９２号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西１２２２ 

旧 古間木９５０ 旧 古間木９５２－５ 

新 古間木９５１－１ 新 古間木９６８－１ 

 

提案理由 

本案は，古間木地内の路線について，鬼怒川サイクリングロードに接続させる

とともに，現況に即した路線とすることから，当該路線の起点及び終点の位置を

変更する必要があるため，これを提出する。 
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議案第９３号 

 

市道の路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により次の路線を認

定したいので，同条第２項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年３月３日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

東９３０ 新石下１２４６－４ 新石下１２４３－１９ 

 

提案理由 

本案は，新石下地内の路線について，民間の開発行為に伴って市に帰属された

ことから，市道として認定するため，これを提出する。 

 


